
� IBS Annual Report 研究活動報告 2025 25

� Ⅱ．研究論文

1 交通・社会経済部門　部門長兼グループマネジャー　2 交通・社会経済部門　研究員　3 データサイエンス室　研究員　博士（工学）
4 データサイエンス室　主任研究員　5 データサイエンス室　主任情報員　6 交通・社会経済部門　情報員

ビジョン・ゼロの実現に向けての政策課題 
～道路交通法改正とゾーン 30 プラスの新展開、その先へ～
Toward the Vision Zero: Policy Challenges in Road Traffic Reform and the Expansion of Zone 30 Plus

絹田裕一 1　江田裕貴 2　宮内弘太 3　井村祥太朗 2　及川　潤 4　豊㟢祐司 2　伊藤　京 5　木原　愛 6

Yuichi KINUTA, Yuki EDA, Kota MIYAUCHI, Shotaro IMURA, Jun OIKAWA, Yuji TOYOZAKI, Miyako ITO, and Megumi KIHARA

●1	 はじめに

令和6年7月23日の閣議において、「道路交通法施行

令の一部を改正する政令」が決定された（令和8年9月1

日施行）。警視庁HPでは、「改正道路交通法施行令の施

行により、生活道路における自動車の法定速度が60キロ

メートル毎時から30キロメートル毎時に引き下げられま

す。」と説明されているが、そもそも、生活道路には明確

な定義が存在しない。前述の警視庁HPでは、「ここでい

う生活道路とは、主に地域住民の日常生活に利用される

ような道路のことをいいます。」と補足されている。

今回の法改正では、生活道路の定義が存在しないこと

を踏まえ、①道路標識又は道路標示による中央線又は車

両通行帯が設けられている一般道路、②道路の構造上又

は柵その他の工作物により自動車の通行が往復の方向別

に分離されている一般道路、という表現で「生活道路」に

該当しない道路を定義し、この条件に当てはまらない道

路の最高速度が30km/hと定めた（なお、①②の他に、

高速道路も生活道路に該当しない道路として明記されて

いるが、ここでは簡単のため省略させていただいた）。

ここに至る以前、平成21年の道路規制基準の改正にお

いて、「生活道路の最高速度は原則30km/h」とされてい

ることから、30km/hという速度は、今回初めて示された

訳ではないのだが、道路規制基準においては、対象とな

る道路は、「歩行者・車両の通行実態や交通事故の発生

状況を勘案しつつ、住民や道路管理者等の意見を十分に

踏まえ、速度を抑えるべき道路を選定」とされており、標

識や路面標示等で最高速度30km/hを表示することによ

り、「生活道路の最高速度は原則30km/h」に該当する

道路であることを周知する状態であった。

この経緯を踏まえると、生活道路に該当しない道路

（①②）を除く一般道において、これまでは、標識等の最

高速度表示がなければ、30km/h超で走行できる道路で

あったものが、今回の改正に伴い、30km/hを超えて走行

できない道路となるということであり、車両の走行速度

に対する大きなパラダイムシフトが生じたと言えるのでは

ないだろうか。

令和3年、千葉県八街市において小学生が犠牲となっ

た交通事故が記憶に新しいが、それ以前から、児童が犠

牲となる交通事故は度々発生しており、その都度、社会的

な衝撃を与えてきた。こういったニュースを見聞きする度

に、交通事故によって失われてよい命は存在せず、交通事

故による死亡者数0人の社会を目指す必要があると考え

る。

世界においては、「人は誤りをおかすものである」こと

を前提として、道路、自動車、道路利用者等からなる交通

システム全体でこれをカバーし、交通事故による死亡者

や重傷者をなくそうというビジョン・ゼロの思想が広がっ

ている。1997年には、スウェーデン議会が国家目標とし

て掲げるなど、各国で取り組みが進められているところで

あるが、わが国の今回の道路交通法改正は、この文脈の

中に位置付けることができ、人命を失うことのない安全な

道路交通システムを作り上げる上での端緒であると理解

している。

本稿では、交通事故死者数ゼロの社会を目指す上で、

一般道の法定速度引き下げの影響が大きい生活道路に

焦点を当て、ビジョン・ゼロが可能な道路交通システムの

実現に向け、今後の政策課題となると想定される点を挙

げた上で、当研究所の立ち位置からビジョン・ゼロの実現

を支援するにあたり、開発すべき技術のポイントについ

て、筆者なりの考えを述べてみたい。

●2	 これまでの生活道路の取り組みの経緯

（1）生活道路対策の経緯

わが国の交通事故死者数がピークに達した昭和45年

に交通安全対策基本法が成立し、これに基づき、5年間

の交通安全対策の計画を定める交通安全対策基本計画

が策定された。

交通安全基本計画では、当初から歩行者の安全確保が
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重要視されているが、生活道路についての取り扱いが明

示的になり始めたのは、第3次（計画年度：昭和56年〜昭

和60年）において、通過交通を抑制し、歩行者を優先す

るコミュニティ道路の整備に関する記述が初めてである。

第4次（昭和61年〜平成2年）では、「住区総合交通安全

モデル事業（ロードピア事業）」として、コミュニティ道路

の面的な整備が図られることとなった。その後、コミュニ

ティ・ゾーンやあんしん歩行エリア等、事業主体や目的が

各々異なるものの、ハンプや狭さく等の面的整備と面的

な速度規制を組み合わせ、歩行者が安心して歩行できる

生活道路空間を整備する取り組みが継続的に実施されて

いる。

（2）ゾーン30からゾーン30プラスへの移行

平成23年からゾーン30の取り組みが始まり、4,000を

上回る地区で整備がなされている。それまでに実施され

てきたコミュニティ・ゾーンやあんしん歩行エリアの取り

組みと比較すると、交通規制基準の改正（生活道路の最

高速度を原則30km/hとして交通規制を実施）を機に、

30km/hとする道路の選定と、道路利用者への周知（標

識や路面標示の設置）を図るための、速度規制を先行さ

せた取り組みであると解釈できる。

コミュニティ・ゾーンやあんしん歩行エリアの取り組みに

おいて、ハンプや狭さく等、車両速度を低減させる物理的

デバイスや歩道等の整備を行ってきた道路管理者は、交

通管理者が主体のゾーン30の取り組みと並行して、車両

の速度超過が顕著な生活道路を対象に、物理的デバイス

の設置を進める生活道路対策エリアの取り組みを実施し

てきた。

冒頭にも記載した令和3年の千葉県八街市の交通事故

を受け、交通管理者主体のゾーン30と道路管理者主体の

生活道路対策エリアを統合し、さらに教育委員会や自治

体が一丸となった取り組みとして、ゾーン30プラスが始動

した。

（3）30km/h は命を守る速度

わが国の交通事故死者数がピークに達した昭和45年

に交通安全対策基本法が成立し、生活道路の交通安全

対策を進める上で、「最高速度30km/h」が基準となって

いる。交通事故が発生した際、車両の速度が被害の大き

図－2　ゾーン30プラスの概念
（国土交通省 HP）

図－1　生活道路対策の経緯
（国土交通省 HP）
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さに影響するのは自明であるが、自動車と歩行者の事故

に限定すると、指数関数的な関係があることが分かって

おり、自動車と衝突した歩行者の致死率は30km/hを超

えると加速度的に高まることが知られている。

この点から30km/hは「命を守る速度」ということがで

きる。

●3	 ビジョン・ゼロに向けての政策課題

（1）総論

今回の道路交通法改正に伴い、令和8年9月より法定

速度が30km/hに引き下げられる道路区間が大幅に増加

することになるが、法律が施行されれば、ほうっておいて

も生活道路を30km/h超で走行する車両がいなくなるの

であろうか。当然ながら、そのような都合のよいことは起

こることはなく、まずは、ドライバー自身が法改正の意図

を理解し、生活道路を運転する際の速度を30km/h以下

への抑制が求められ、これに併せ、交通管理者の取締り

のあり方も変化していくものと考えられる。

2024年7月より、EUでは、全ての新規登録車に対して

ISA（インテリジェント・スピード・アシスト、自動速度制御

装置）の装着が義務化された。わが国においても、これま

でも同様の議論は行われてきたし、改めて導入の議論が

なされるであろうと推察される。

本来、生活道路は、道路の有する交通機能の中でも、

歩行者中心の空間として位置付けられているが、道路の

機能分化が不十分なわが国においては、幹線道路の渋滞

時の抜け道として利用されるなど、トラフィック機能を担

う道路として利用されている実態がある。幹線道路の整

備や渋滞対策等、自動車の交通機能を確保することで、

法定速度を30km/hに引き下げた道路が名実ともに生活

道路としての機能を果たすこととなると考える。

（2）個別の政策課題

先に総論として示した今後の課題について、もう少し詳

細に整理する。各々の内容はあくまで筆者の見解である

点にご留意いただきたい。

a） 生活道路における速度取締りについて

法定速度30km/hが適用される道路は、高速道路を

除く公道の約7割に相当する全国87万キロ程度が該当

する（「日経新聞（2024年5月30日）：住宅街の生活道

路、法定速度60→30キロに　警察庁案」より引用）。こ

の全てに制限速度の標識や路面標示をすることは現実的

ではないと考える。今回の法改正は、法定速度を30km/

h超に設定する道路の条件が明確になったと読み取れる

ことを考えると、高速道路を除く公道の約3割が該当す

る最高速度が30km/h超の道路において、標識等で最

高速度を明示する（最高速度が明示されていない道路は

30km/hが上限）方が、分かりやすいであろう。また、交

通事故が発生した時点の車両の速度が30km/hを上回

るかどうかで衝突時の歩行者の致死率が大きく変化する

という法定速度30km/hの適用根拠を踏まえると、車両

の速度が常時30km/h以下であることが重要である。こ

れを如何にモニタリングし、速度超過車両を取り締まるか

は、今後の政策課題となると考えられる。

b） ISA（自動速度制御装置）の導入

EUにおいては、2024年7月より、新規に登録される

車両の全てにISA（自動速度制御装置）が義務化された。

ISAは、車両が走行している道路の法定速度を表示し、そ

れを超過するとドライバーに警告するシステムである。警

告後は、ドライバーが自らの操作で速度を低下するが、ド

ライバーが行動しない場合には、車両自体がエンジン出

力を下げ、法定速度まで減速する。わが国においても、同

様の制度は検討されており、既にほとんどの車両にカー

ナビが搭載され、インパネ部に走行中の道路の最高速

度が表示される機能を搭載した車両も多いという点で、

技術的には、いつでも導入できる状態にあるといえる。

グローバル化が進む現代においては、近い将来、日本版

ISAが導入されるであろうと想像しているが、欧州とわが

国の歴史的な都市形成の過程や地理的条件の違い等に

起因する道路ネットワークの特徴等、ISAの受け入れ環境

の違いについて触れておきたい。

欧州の都市の多くは、城塞都市として形成されてきた

経緯から、城郭内の都市部と城郭外では、土地利用が大

きく異なる。都市間は80km/h以上で走行可能な道路で

ネットワークが構成されていることから、欧州諸国の都市

間連絡速度（都市間の最短距離を最短所要時間で除し

たもの）は、わが国よりも高い傾向にあることが知られて

いる。また、同じ道路であっても郊外区間の最高速度は高

く、都市部に近づくにつれて低く制限されるように運用さ

れている。欧州では、沿道条件に合わせてメリハリのある

最高速度が設定されており、この前提条件がある中で速
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度制限装置が導入されていることに留意したい。これに対

し、欧州諸国と比較すると、相対的に拡散型であるわが

国の道路ネットワークは、速度のゾーン管理との親和性が

低く、導入時の課題の一つと考えている。

c） 道路の機能分化・階層化

わが国では、現状、幹線道路というには心もとない幅

員の道路が幹線道路的に利用されていたり、幹線道路の

渋滞を回避する迂回車両が生活道路を抜け道として利用

するなど、生活道路の目的外利用といえるような走行が

多いことは周知の事実である。

かねてより交通規制基準の下で、生活道路の最高速度

は原則30km/hとされてきたが、「様々な条件を勘案し、

住民や道路管理者の意見を踏まえて速度を規制する道路

を選定」するものであったため、幹線道路的な利用がな

されている道路においては、最高速度規制の対象外であ

ることも多い。

今回の改正に伴い、センターラインのない全ての道路

が最高速度30km/hとなることで、自動車の速達性に影

響を及ぼし、速度超過状態の車両が多発することは想像

に難くない。ビジョン・ゼロの実現に向け、生活道路にお

ける最高速度30km/hを担保するためには、幹線道路整

備や渋滞箇所の解消等、道路の機能分化（さらには階層

化）を推し進めることが必要である。

d） ゾーン30プラスの役割

ゾーン30プラスの前身であるゾーン30は、交通規制基

準の「生活道路の最高速度は原則30km/h」に該当する

路線を明示することを目的とする取り組みであることを

考えると、法改正後は、全ての生活道路が対象となるた

め、ゾーニングしたり、面的な規制エリアであることを示

す標識や路面標示は不要ともいえる。

究極的には、その通りかもしれないが、道路の機能分

化・階層化が確立していない現在の道路ネットワークにお

いて、現実的には、一見同程度の規格にみえる道路であっ

ても、構成上、自動車交通に供する道路としての役割を担

わざるを得ない道路も存在すると考えられる。

既存の道路ストックをかしこく使いながら、暫定的な

機能分化の可視化、30km/h遵守を徹底するエリアの明

示、事故リスクの高い区間において30km/h以下での走

行を担保するための物理的デバイスの設置等、メリハリを

付けた交通管理を実施する上でゾーン30プラスが果たす

役割は大きいと考える。

●4	 ビジョン・ゼロ支援に向けた技術開発

ここでは、コンサルタントという立場にある筆者が、ビ

ジョン・ゼロの実現に向けてどのような貢献が出来るか考

えてみたい。

（1）EBPMの推進

図－3は、国交省資料に掲載されている生活道路の交

通安全対策の進め方のPDCAサイクルと取り組みを進め

る上での課題である。本稿では、ここに示された課題のう

ち、「課題箇所を洗い出す手法」、「効果検証の方法」の

部分について、現在、ビッグデータを用いて一般的に実施

されている手法を紹介するとともに、技術的な課題と今

後の方向性について述べてみたい。

図－4　生活道路の安全対策のPDCAサイクル
（国土交通省 HP）

図－3　車両速度と衝突した歩行者の致死率との関係
（国土交通省 HP）
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（2）ETC2.0 データを用いた手法

国土交通省においては、車両に搭載したETC2.0車載

器内に蓄積された車両の位置情報を収集し、個人情報保

護等に対応した一連の加工処理を行ったプローブデータ

を用いて道路管理業務に活用している。

b）、c）では、国土交通省道路局環境安全・防災課から

の受託業務での検討成果を用いて、ETC2.0等のビッグ

データを用いた検討手法について例示する。

a） 生活道路の分析に用いられる指標

図－5は、国交省HPに掲載されている生活道路対策

事例について、各エリアで対策効果分析時に用いられた

指標を整理したものである（複数の指標で効果分析を実

施している場合は重複カウント）。ETC2.0データで計測

できる指標に限られることから、走行速度に関する指標

（30km/h超過割合、平均速度）、急減速発生回数を指

標とする事例がほとんどである。

b） 課題を洗い出す手法

一般的には、図－5に示す指標を地図上に示すことに

より、課題箇所を把握する手法が用いられている。図－6

は、このうち、ゾーン30エリア内の30km/h超過割合を

示したものである。ここでは、小学校の北側に面する東西

方向の道路において、半数以上の車両が30km/h以上の

速度で走行していることが確認できる。「児童が多く集ま

り、面的な速度規制をかけているにも関わらず、30km/h

超過が多い箇所」として、課題箇所を把握することが可能

である。

これまで、プローブデータ等の車両挙動のデータと小

学校の位置やゾーン30エリア等を重ね合わせて課題箇所

を把握してきた。近年、小学校等を含む各種施設やバス

停、鉄道駅等の位置情報が格納された国土数値情報や、

信号交差点や横断歩道の位置等が格納された交通規制

情報等、様々なデータがオープンデータとして公開されて

いる。これらのデータを活用し、車両挙動と重ね合わせる

ことにより、課題把握の精度が向上し、省力化も図られる

ものと考えている。

図－7は、国土数値情報から選定した学校や医療施設・

福祉施設等の交通弱者が集中しやすい施設や、駅・バス

停等の交通拠点を地図上に示したものである。

各施設と道路リンクと関連付け（10m範囲内にある道

路と関連付ける等）、道路リンク単位で、沿道にある施設

図－5　効果分析時の指標別ゾーン30エリア数
（SIP 第 3 期 HP 資料をもとに作成）

図－6　対策前後の平均旅行速度の変化
（IBS 作成）

図－7　施設位置等のオープンデータの可視化
（IBS 作成）
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数や、交通拠点数を集計することができる。同様に、交通

規制情報に格納されている横断歩道や歩行者用路側帯、

一時停止等の規制と道路リンクを関連付けることで、車

両の高速度での走行を抑制したい道路を抽出することが

可能である。

図－8は、道路リンクに関連付けられた施設数（交通弱

者が相対的に多いことを示す）と交通規制数（相対的に

高速度走行に対する制約が多いことを示す）を合算した

ものであり、車両の速度超過に対する規制が、より優先さ

れるべき箇所の順位付けも可能であろう。

各種データの重み付け等、検討課題は多いが、道路リ

ンクに対して沿道状況や交通規制等を加味した性格付け

がなされることで、道路交通上の課題がある箇所を適切

に把握できると考えている。

c） 効果検証の方法

一般的には、課題時の分析で用いた指標（図－5）を、

ハンプや狭さく等の設置前後での車両挙動を比較し、対

策効果を可視化する手法が用いられている。

図－9は、ゾーン30プラス整備地区である兵庫県姫路

市城北地区（エリア内にハンプや路側帯拡幅や路側帯着

色等を実施）において、対策前後の30km/h超過率を集

計したものである。ETC2.0データを用いて、対策前後、

それぞれ3ヶ月間（対策前：令和4年1月～3月、対策後：

令和5年1月～3月）のデータで比較した。物理的デバイス

等の整備により、エリア内を走行する車両の30km/h超

過率が、対策前に比べ3.7pt減少している。

なお、生活道路の交通安全対策を評価する際に指標と

して用いられることが多い30km/h超過率は、先に述べ

た通り、車両と衝突した際の歩行者の致死率に着目して

設定されている指標である。「30km/hを超えないこと」

の評価という視点に立つと、30km/h超過率が減少した

とはいえ、歩行者事故が生じた際には、30km/hを超過し

て走行する車両と衝突する可能性が3割程度あるという

状況（対策後の30km/h超過率が30.6%）にあり、生活

道路の安全性確保に向けて、改善の余地が残されている

と考える。

なお、30km/h超過率の算定方法についてであるが、

他事例では、指標値の速度としてリンクの旅行速度（リ

ンク長/所要時間）が採用されることが多いようである。

30km/hの遵守度合いを示す指標としては、区間で平

均化した旅行速度よりも、瞬間速度を反映した指標の方

が適切であると考えられ、ここでは、地区内で収集した

走行履歴データ（200m間隔の点列データ）の瞬間速度

（GPS速度）を用いた。

30km/h超過率については、図－10に示すように、

30km/h以下で走行できた距離（安全距離と仮称）を評

価することが望ましいと考える。安全距離の算定手法は、

データ取得頻度によって異なると想定され、ETC2.0デー

タ等、走行履歴データを低頻度で記録するデータについ

ても近似的に指標値を算定する手法を検討していきたい

と考えている。

図－8　施設データと道路リンクの関連付け
（IBS 作成）

図－9　対策前後の30km/h 超過率の変化
（IBS 作成）
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（3）道路の機能分化・階層化の評価

道路交通法の改正に伴い、生活道路の最高速度が引き

下げられた一方で、わが国の道路ネットワークの機能分化

（さらにいうと階層化）が十分に実現されていないという

問題意識は先に示したところである。

図－11は、2020年3月、京都府木津川市に整備された

木津川橋（国道163号バイパス）と、整備区間に隣接する

エリアの外周道路や生活道路のネットワークを示したも

のである。木津駅西側を南北方向に通る国道24号・国道

163号重複区間は、慢性的な交通混雑が生じている区間

であり、木津駅の東側にバイパス整備が進められている。

木津川橋開通前は、現道と国道163号バイパスを往来す

る車両が生活道路を通行していたが、開通に伴い生活道

路から幹線道路への経路の転換が生じている。図－12よ

り、幹線道路および外周道路の分担率が7pt上昇すると

共に、生活道路の走行台キロが約1割低下したことが確

認できる。

図－13は、分析対象エリア内の生活道路の速度変化を

示したものである。東西方向のリンクにおいて木津川橋

整備前に比べ速度が低下していることから、速度の高い

通過交通が減少した可能性が高いと推察される。

幹線道路の整備や走行性の向上は、生活道路への通

過交通の進入を抑制する効果を持つ施策であり、渋滞回

避を目的とした通過交通の減少によって、30km/h遵守

率が高まっている状況が確認できるであろう。車両の走

行目的に応じた階層の道路が提供されるよう、道路ネット

ワークの機能分化を進めつつ、評価方法についても確立

することが重要であると考える。

図－10　30km/h 超過率の概念
（IBS 作成）

図－11　バイパス整備区間と隣接するエリア
（IBS 作成）

図－12　幹線道路と生活道路の分担率・台キロの変化
（IBS 作成）

図－13　生活道路の速度変化
（IBS 作成）
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●5	 おわりに

本稿では、来年にも施行となる生活道路（1.で述べた

30km/h超で走行できる条件を満たさない道路）の最

高速度の引き下げを念頭に、今後生じると考えられる課

題を整理するとともに、当研究所が関与することの多い

データ分析、評価のフェーズにおいて、必要となる技術に

ついての私見を述べさせていただいた。

わが国の現状の道路ネットワークにおいては、最高速

度30km/hへの引き下げ対象となるセンターラインのな

い道路においても、通過交通が流入し幹線道路的に利用

されている道路が多数存在していると推察される。これ

らの道路においては、道路幅員を確保した上でセンター

ラインを設置する等の対策が進められると考えられる。

ETC2.0データ等のビッグデータを用いて、通過交通が流

入している道路や30km/h超の車両の構成比の高い道路

等、幹線的な利用の多い道路を抽出する手法の確立が求

められるであろうと考える。また、先にも述べたとおり、ビ

ジョン・ゼロの思想である交通事故での死亡者や重傷者

をなくすためには、歩行者と共存することが多い道路に

おいては、30km/h超での走行をしない道路交通システ

ムを実現することが重要である。この点では、30km/h超

での走行の有無をモニタリングするため、本稿において

安全距離（箇所）として提唱したような指標の開発が求め

られる。当研究所では、ビッグデータの分析を中心とした

技術開発を行うことで、微力ながらもビジョン・ゼロの実

現に向けて貢献したいと考えている。

最後になるが、本稿では、国土交通省道路局環境安

全・防災課から受託した業務成果を一部活用している。こ

こに感謝を申し上げる次第である。
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